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本研究の目的は，高齢者の免許保有者数の推計と，年齢による運転意識の変化を知ることにある．

65 歳以上の高齢者人口が減少する一方，免許保有率は増加し，結果として高齢の免許保有者数は今
後 25 年～ 30 年増加し続ける．高齢運転者による事故は繰り返されるが，交通手段の転換は容易では
ない．種々の啓発活動も模索されるが，啓発には効果的な年齢があるはずである．例えば若年では高

齢者運転は未だ自身の問題とは意識されない．一方高齢になってからでは既に当事者であり，大きな

転機がない限り従来からの運転行動を変えることが難しい．研究ではこの二つの年齢の間に遷移年齢

があることを想定し意識調査からその年齢を推定した．

keywords old driver, estimation, change of the will

１．研究の目的

65 歳以上の高齢者人口は減少に転じたが，免許
保有率の増加により，高齢者の免許保有者数は今後

25 年～ 30 年増加し続ける．免許保有者数の増加に
よる運転機会の増加は，事故発生の増加を促すと考

えるのが一般的であろう．本研究の試算では，免許

保有者数の減少は 30 年～ 35 年後であり，その間免
許保有者は現在より 25%程度増加することが試算さ
れた．本研究の第一の目的は，高齢者人口の減少に

関わらず免許保有者数は増加し続け，ピークとなる

約 25 年後の数値を示すことにある．第二の目的は，
高齢運転者に対しての効果的な啓発活動等の年齢

を知ることにある．交通手段の転換等に関する啓発

活動は，運転に対する意識の変化年齢で行うことが

より効果的である．例えば若年では高齢者の運転問

題は未だ自身の問題とは意識されない．一方高齢に

なってからの年齢では既に当事者であり，大きな転

機がない限り従来からの運転行動を変えることが難し

い．研究ではこの二つの期間の間に遷移年齢がある

ことを想定し意識調査からその年齢を推定した．事故

による高齢者の運転問題は主に交通管理者の課題

ではあるが，代替交通手段の対策では行政の多くの

分野に関わる問題である．啓発活動等の最も効果的

な年齢推定は計画情報として有益であろう．

２．研究の内容

免許保有者数の将来推定では，急速な免許保有

率の増加に伴う女性の免許保有者数の増加に注目

した．また運転継続意識の変化については，意識調

査により，自身が判断する運転可能年齢の変化に注

目した．研究の内容と引用データ等の関連を以下に

示す．

（1）高齢運転者の免許保有者数の推計

65 歳以上の高齢運転者の免許保有者数の推計を
5 年間隔で平成 65 年まで行った．用いたデータは国
立社会保障人口問題研究所の将来人口推計値と，

交通安全白書（平成 14 年～平成 28 年）（内閣府）に
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示される年齢階層別免許保有者数である．各年に発

行している交通安全白書の統計値は前年 12 月末の
数値である．

ここで 65 歳以上の免許保有者数と人口及び免許
保有率の過去 20 年の推移を図-1に示す．免許保有
者は平成 8 年 525 万人，平成 18 年 976 万人，平成
28 年 1,710 万人と 10 年毎に 1.9 倍， 1.8 倍となり，
20 年間では 3.3 倍の増加である．一方高齢者人口
は平成 18 年 3,415 万人，平成 28 年 3,392 万人と僅
かではあるが減少している．人口の減少に反する免

許保有者の増加は免許保有率の増加によるものであ

り，平成 28 年の免許保有率は平成 18 年の 1.76 倍
(=50.4÷28.6)である．近年の高齢者の事故の多発はこ
の免許保有率の増加を背景としており，この傾向は

今後も継続することになる．

図-1 免許保有者推移(平成 8 年～平成 28 年)

（2）運転継続意識の変化年齢の推定

この推計は意識調査に基づいた．意識調査の概

要を表-1に，また調査項目を表-2に示す．調査は地

方農村部での高齢者の運転行動全般の把握を意図

したものであり，平成 27 年 12 月栃木県茂木町で行
った． 60 歳以上の世帯を対象に，郵送による配布回
収であり回収率は 15.0%である．一部 60 歳以下の属
性からも回答を得た．表-2の「 e)運転可能年齢」にお
いて，自由回答形式で「何年後まで運転できると思い

ますか」なる表現で回答を得た．この回答が 65 歳前
後で異なった傾向を示すことに注目した．また研究の

後半では免許の返納行動（ f)， g)）についても記述
した．

３．免許保有者の将来推定

(１)引用データ

a)免許保有者数データ

平成 28 年交通安全白書を例に，データの一部を
表-3に示す．保有者数の年齢は 5 歳区分であり，性
別に免許保有者数，年齢層別人口(千人)，運転免許

保有率(%)が示されている．また各年齢の男女別構成

525
976

17101902

3415 3392

27.6 28.6

50.4

0

10

20

30

40

50

60

0

500
1000
1500
2000
2500

3000
3500
4000

平成８年 平成18年 平成28年

免
許
保
有
率

(%
)

免
許
保
有
者
数
・
人
口

(万
人

)

年

免許保有者数(万人) 人口
(万人)

免許保有率
(%)

表-1 調査概要

項 目 内 容

調査方法 郵送法

調査日 2015年 12月 1日～ 14日
対象地域 栃木県茂木町

対象者 60歳以上（ 60歳以下でも可）
配布数 配布世帯数 497世帯 1,998人
回収数 300人（回収率 15.0%)
回収内訳 免許保有者 256人

免許非保有者 22人
免許返納者 11人，不明 11人

表-2 主な質問項目

表-3 年齢層別性別免許保有者数(平成 28 年)

比も(%)示される．平成 28 年のデータでは 16 歳～ 19
歳が 1 歳毎の保有者数になっているが，表現は年次
により異なる．

b)将来の推計人口データ

将来人口推計は 5 年毎に行われておりここでは平
成 24 年 1 月推計の国立社会保障・人口問題研究所
（以下社人研）の将来推計値を用いる．社人研では

将来人口の推計を出生（中位，高位，低位）の 3 条
件，死亡（中位，高位，低位）の 3 条件を組み合わ

項　　　　目 内　　　　　　　　　　容

運転継続理由1)

a）トリップ長

b）運転速度

肯定的理由6分類，否定的理由7分類

～10分，10分，20分，30分，左記以上

30km，40km，50km，60km，60km超

個人属性 年齢，性別，家族人数，免許・自動車有無

e）運転可能年齢

楽しい，やむを得ない，危険，他

自由回答○歳まで

ｃ）運転頻度

ｇ）返納年齢

家族の勧め，目耳の不安，適性検査，事故

返納した人対象

ｆ）返納理由

毎日，1回/2日，1回/3日，1回/週，他

ｄ）運転意識

  区分 計

年齢別 保有者数
構成率
（％）

保有者数
構成率
(％）

構成率
（％）

男 女

  １６歳 22,517 0 6,544 0 29,061 0 77.5 22.5
  １７歳 50,929 0.1 15,731 0 66,660 0.1 76.4 23.6
  １８歳 139,727 0.3 86,139 0.2 225,866 0.3 61.9 38.1
  １９歳 367,901 0.8 285,312 0.8 653,213 0.8 56.3 43.7
１６歳～１９歳 581,074 1.3 393,726 1.1 974,800 1.2 59.6 40.4
２０歳～２４歳 2,575,850 5.7 2,188,314 5.9 4,764,164 5.8 54.1 45.9
２５歳～２９歳 3,079,057 6.8 2,719,280 7.4 5,798,337 7.1 53.1 46.9
３０歳～３４歳 3,598,118 7.9 3,270,573 8.9 6,868,691 8.4 52.4 47.6
３５歳～３９歳 4,109,262 9.1 3,774,079 10.3 7,883,341 9.6 52.1 47.9
４０歳～４４歳 4,828,117 10.6 4,451,021 12.1 9,279,138 11.3 52 48
４５歳～４９歳 4,291,528 9.5 3,946,394 10.7 8,237,922 10 52.1 47.9
５０歳～５４歳 3,906,993 8.6 3,544,558 9.6 7,451,551 9.1 52.4 47.6
５５歳～５９歳 3,583,424 7.9 3,166,376 8.6 6,749,800 8.2 53.1 46.9
６０歳～６４歳 3,846,682 8.5 3,194,736 8.7 7,041,418 8.6 54.6 45.4
６５歳～６９歳 4,350,942 9.6 3,258,806 8.9 7,609,748 9.3 57.2 42.8
７０歳～７４歳 2,977,543 6.6 1,733,587 4.7 4,711,130 5.7 63.2 36.8
７５歳～７９歳 2,010,820 4.4 806,702 2.2 2,817,522 3.4 71.4 28.6
８０歳～８４歳 1,142,974 2.5 296,723 0.8 1,439,697 1.8 79.4 20.6
８５歳以上   461,875 1 60,874 0.2 522,749 0.6 88.4 11.6
計 45,344,259 100 36,805,749 100 82,150,008 100 55.2 44.8

６５歳以上   10,944,154 24.1 6,156,692 16.7 17,100,846 20.8 64 36

男女別
構成比(%)

男 女
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せ， 9 通りの条件で行っている．ここでは出生，死亡
共に中位の条件で行った推計値を用いる．平成 55
年の推計例の一部を表-4に示す．

（２）推定の手順

将来の免許保有者数は，将来人口（人)×将来の

免許保有率(%)である．将来人口は社人研のデータを

そのまま引用するが，将来免許保有率は現在値から

仮定する．

年齢層別の近年の免許保有率を表-5に示す．下

記の理由から免許保有率は平成 26 年値を用いるこ
ととした．その理由は， 1)交通安全白書平成 26 年の
データが平成 25 年 10 月現在の値であり，5年ごとの
推計値算出に都合の良いこと， 2)免許保有率は 30

表-4 平成 55(2043)年推計値

表-5 年齢層別免許保有者数

表1-9(29) 男女年齢各歳別人口(総人口):出生中位(死亡中位)推計(つづき)

(29) 平成55(2043)年
年齢 総　数 男 女 年齢 総数 男 女
総数 108,229 52,292 55,938

0 719 368 350 55 1,276 645 631
1 727 373 354 56 1,306 658 648
2 735 377 358 57 1,325 667 658
3 743 381 362 58 1,372 687 685
4 751 385 366 59 1,412 705 707
5 759 389 370 60 1,428 712 715
6 767 393 374 61 1,424 708 716
7 775 397 378 62 1,434 713 721
8 783 401 382 63 1,489 739 750
9 791 405 386 64 1,520 753 767
10 799 409 389 65 1,571 776 795
11 806 413 393 66 1,603 790 813
12 814 417 397 67 1,669 820 849
13 820 420 400 68 1,729 847 882
14 826 423 403 69 1,811 885 926

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

40 1,166 596 570 95 531 147 384
41 1,198 612 586 96 419 110 309
42 1,212 620 593 97 213 52 161
43 1,238 635 603 98 182 41 141
44 1,237 633 604 99 171 36 135
45 1,252 641 611 100 124 24 100
46 1,245 636 609 101 92 17 76
47 1,236 632 603 102 63 10 52
48 1,246 637 609 103 38 6 33
49 1,232 629 602 104 22 3 19
50 1,201 613 588 105+ 34 4 30
51 1,210 617 594
52 1,200 610 590
53 1,217 616 600
54 1,240 627 613

(1,000人)

10月1日現在の総人口(日本における外国人を含む).

年齢層 平成18年 平成23年 平成26年 平成28年 平均

16歳～19歳 27 22.8 21.5 20.4 22.9
20歳～24歳 81.3 77 77.7 76.2 78.1
25歳～29歳 91 90.5 90.5 88.8 90.2
30歳～34歳 94.3 94.5 93.9 93.8 94.1
35歳～39歳 94.5 95.3 94 94.3 94.5
40歳～44歳 93 95 95.1 94.6 94.4
45歳～49歳 89.9 93.5 94.3 94.2 93.0
50歳～54歳 85.2 89.7 91.5 93.1 89.9
55歳～59歳 80.9 83.8 87.8 89.2 85.4
60歳～64歳 69.9 80.6 80.6 82.8 78.5
65歳～69歳 59 66.7 74.9 78.2 69.7
70歳～74歳 45.4 53.3 60.2 60.5 54.9
75歳～79歳 13.4 36.7 40.7 44.3 33.8
80歳～ * 15.7 18.1 19.5 17.8

歳～ 34 歳の年齢層でほぼ上限となっており，以

降の年齢層の免許保有率では変化が少ないこと，

3)平成 23 年以降，各年齢層の免許保有率は安定し
ていることによる．

例えば平成 30 年の 60 歳～ 64 歳の免許保有者
数の推計は，平成 25 年の 55 歳～ 59 歳の免許保有
率と社人研の 60 歳～ 64 歳人口推計値より求める．

(３)推計結果

a)人口と免許保有率の推移

図-２に平成 30年から平成 65年までの 65歳以上
の性別人口と免許保有率を示す．これより， 1)平成
30 年の女性の免許保有率は 57.6%であるが，平成
50 年には 91.4%となり，男性とは 5%～ 6%程度の差
はあるがほぼ上限値となる． 2)女性の免許保有率は
平成 30 年から平成 50 年の 20 年間で 33.8%増加す
る．この変化は他の多くの社会指標の中でも特に大

きな変化である． 3)男女とも 65 歳以上人口は平成
45年に下限値を示すが，平成 55年には再び増加す
る．この年齢はいわゆる団塊の世代の子世代であり，

以降減少する．

図-２ 人口と免許保有率の推移

b)性別免許保有者数の推移

平成 30 年（現在）を 1 とした各年の免許保有者の
値を図-3に示す．これより，1)女性の免許保有率の

増加により平成 55 年の免許保有者は現在の 5 割増
となる．2)この傾向は少なくとも平成 65 年までは続
く．

図-３ 性別保有者数の推移(平成 30年比)
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3)男性の免許保有者数は変化が少ない．

c)性別免許保有者の実数比較

図-４に免許保有者の性別の実数を示す．これよ

り，1)女性の免許保有者数が男性を上回るのは平成

45 年であり，以降女性の免許保有者は男性を上回
る．2)平成 55 年には女性及び男性の免許保有者が
最大数となり，その値は 2,200 万人程度である．特に
女性運転者は，現在より 360万人程度の増加となる．
免許保有者の増加と運転機会の増加が一致する

か否かは今後の検証となるが，女性の平均寿命が長

く一人暮らしの時間が長いことを考えると，運転機会

の増加も想定される．また男女とも独身の割合が増

加することもトリップの増加要因と考えられる．

図-４ 性別免許保有者数

４．運転継続意識の変化

(1)年齢による運転継続意識の変化

表-６に意識調査の結果を示す．「何年後まで運転

できると思いますか」なる問いに対する 135 人の回答
であり，ｍは各年齢の回答の平均値である．例えば

「 60 歳未満」の回答では，その平均値は 24.3 歳であ
った．これより，1)mは年齢の増加とともに単調減少と

なっており，加齢による運転継続年齢の減少は意識

されている．2)現在の年齢にmを加えた値が「運転可

能年齢」であり， 70 歳以下の回答では 80 歳程度で
あるが，年齢の増加とともに増える．

表-６ 回答者年齢別運転可能年齢

年齢階層 人数 m σ σ/m
運転可能
年齢

60歳未満 21 24.3 12.8 0.53 79.3
60歳～65歳 42 16.6 5.1 0.31 79.1
66歳～70歳 31 10.7 2.7 0.25 78.2
71歳～75歳 26 9.9 2.8 0.28 82.4
76歳～80歳 7 9.6 1.1 0.11 87.1
81歳～85歳 4 5.3 2.9 0.55 87.8
86歳～90歳 4 2.3 1.8 0.78 89.8
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図-５に表-６の年齢階層及び運転可能年齢を図

示する．回答者の年齢は横軸年齢階層の中位数とし

た．例えば 65 歳～ 69 歳では 67.5 歳が回答者年齢
である．図より， 67.5 歳～ 77.5 歳間の回答者年齢と
運転可能年齢の増加がほぼ同じであることが特徴で

ある．これより，1） 65 歳～ 79 歳では，運転可能期間
が 10.7 年， 9.9 年， 9.6 年とほぼ 10 年であり，年齢
の増加とともにほとんど減少しない．これは自身の運

転能力の客観的な判断ではなく，自身の生活に必要

な運転期間を運転可能年齢に置き換えた結果であろ

う．2)65 歳～ 69 歳までは運転可能期間が 24.3 歳，
16.6 歳， 10.7 歳と年齢の増加とともに大きく減少す
る．この期間では運転可能年齢が 79.3 歳， 79.1 歳，
78.2 歳であり増加せず，ほぼ 80 歳に近い値である．
この年齢では自身の運転可能年齢を 80 歳程度と想
定し，運転可能期間を逆算した結果であろう．その意

味では高齢運転を未だ自身の問題と自覚していない

年齢である．3)80 歳を超える年齢では，自身の物理
的体力要因を自覚し回答年齢と運転可能年齢が接

近する．

これらのことから， 65 歳～ 69 歳以前では自身の
運転年齢を一般的な 80 歳程度と考え，これ以上で
は近未来の生活を意識し将来 10 年間を各年齢での
運転可能年齢と考えている．この変化点が 65 歳～
69歳の年齢層である．

図-５ 年齢層別運転可能年齢

(2)免許の返納行動

a)返納の理由と返納年齢

免許の返納を行った 11 人について，返納年齢と
その理由を表-7と表-8（複数回答）に示す．表-7では

免許返納の平均年齢(m）は 75.2 歳，標準偏差（ σ ）
=8.0 である．返納の年齢は 60 歳未満～ 80 歳超えと
幅があり，個人差も大きい．サンプル数が少なく統計

的な考察は難しいが 80 歳過ぎの返納が多い．また
その理由は，「D家族の送迎」（表-8）が可能なことで

ある．従って家族の送迎が難しい場合は返納のきっ

かけが得にくいことになる．他の返納の理由では，家
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族友人のすすめ，身体的不自由，事故経験の順とな

った．意識調査での返納理由の選択項目は他に，

「適性検査の結果」，「公共交通機関への利用転

換」，「経済的理由（自動車の維持費用）」もあったが

選択はされなかった．

b)返納後の利用交通手段

表-9に返納後の利用交通機関を示す．これより

「家族による送迎」が 8 名(72.7%)，「デマンドタクシー
利用」 3名（ 27.3%），「デイサービス」1名（ 9.1%）であ
り，免許返納後は家族による支援が前提であるが，

不便と言われるデマンドタクシーも利用されている．

表-7 返納年齢

年齢区分 人数(人) 構成比（％）

～ 60 歳 1 9.1
61 ～ 70 歳 3 27.3
71 ～ 80 歳 3 27.3
80 歳～ 4 36.4
計 11 100.0

表-8 返納理由

返納理由 回答数(人)/構成比(%)

A 家族友人のすすめ 4/36.4
B 目や耳が悪くなった 2/18.2
C 事故を起こした 1/9.1
D 家族が送迎してくれる 7/63.4

計（人） 11 人

表-9 免許返納後の利用交通手段（複数回答）
全回答者 8人

免許返納後の利用交通手段 人数（人）

家族の自家用車 8人(100%)
デマンドタクシー 3人(37.5%)
デイサービス 1人(12.5%)

（3）乗り合わせの可能性

免許返納後の移動手段は家族の送迎に頼るところ

が大きいが，地域社会の中では乗り合わせ等の可能

性もある．図6は家族を 100%とした時の近隣住民等
の乗り合わせの同意の比率である．乗り合わせの方

法は予め連絡を取り合う場合や，歩いている人を直

接乗せる場合を想定した．性別の集計であるが男女

で若干の違いがある．データ数が少なく統計的有意

差は確かめられないが，友人・知人ともに，女性の相

乗りに対する抵抗が強い．両性合計で，近所では

66.1%，友人・知人では 55.5%程度の可能性がある．
割合は小さくはないが，頻度や継続性の問題もある．

また図7は相乗りの否定理由である．ここに上げら

れた要因では，事故に対する不安が 70.6%と大きい
ことがわかる．連絡や待ち合わせ等個別の理由は小

さいが，漠然と面倒を感じる割合が 16.5%である．

図6 相乗りの可能性

図7 相乗りの否定理由

５．まとめと課題

本研究で得られた知見を以下に示す．

1)65 歳以上の高齢運転者は，平成 55 年に 2,200 万
人と最大となる．この数は現在より 360 万人多い．特
に女性については 1,100 万人を超え，現在の 55%増
となる．女性運転者の数は平成 45 年に男性を上回
り，以降は常に女性運転者の数が男性の運転者数を

上回ることになる．女性運転者のこのような増加は，

他の社会指標に例がなく事故対策では十分な準備

が必要である．

2)運転意識の変化では， 65 歳～ 69 歳を境に運転
継続意識に変化があった．この年齢層以下では， 80
歳程度を運転の上限とするのに対し，これ以上の年

齢では現在年齢+10 年を運転可能年齢と考える．直
近の 10 年は近未来であり，自身の生活維持を考え
た結果であろう．この年齢層は年金の支給や定年年

齢であり，生活が大きく変わる時期であり，運転の啓

蒙活動の好機でもある．

3)免許の返納及び代替交通手段については対象人

数も少なく統計的な考察は難しいが， 60 歳～ 80 歳
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以上の幅広い年齢で返納が行われており，個人差が

大きい．その前提は家族の送迎可能が条件となる．
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